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１  概要 

  一定期間継続している事業であって相当程度の社会的影響等があると認められた事業等

について、当該事業の必要性、有効性、効率性等を評価。評価の結果、明らかになった課

題については、予算概算要求をはじめ政策の企画立案作業に活用。 

 

２  対象事業と評価結果（課題・今後の取組） 

  ５年間の予算の合計額が１０億円以上の継続事業等について評価を実施（７事業） 

対象事業 評価結果（課題・今後の取組） 

共通情報検索システム整備費 

（概要）霞が関ＷＡＮを通じて、法令、国会会議録、閣議

及び判例情報を各府省等へ提供するもの 

・裁判所が同様のデータを提供している判例

情報の提供の是非 

・法令データの正確性の向上 

市町村合併推進体制整備費補助金 

（概要）合併に伴って必要となる事業の費用の一部を助成

するもの 

・合併市町村への支援の継続 

 

戦略的情報通信研究開発推進制度 

（概要）情報通信技術の研究開発を支援するための競争的

研究資金制度 

・研究費の規模、研究期間、研究体制等の

見直し 

・総合科学技術会議における評価を踏まえた

取組の推進 

情報通信分野のベンチャー企業支援 

（概要）ＩＣＴベンチャーの必要経費の一部を助成するもの

・助成した事業の事業化率の向上 

情報通信人材研修事業支援制度 

（概要）情報通信人材育成のための研修事業に係る費用の

一部を助成するもの 

・情報通信人材の不足の解消 

・助成した事業の評価のあり方の検討 

地域イントラネット基盤施設整備事業等 

（概要）地域公共ネットワークの整備費用の一部を助成する

もの 

・地域公共ネットワークの未整備団体の解消

・整備したネットワークの民間開放の促進 

電波遮へい対策事業 

（概要）高速道路、地下街等における移動通信用中継施設等

の整備費用の一部を助成するもの 

・道路トンネルにおける整備率の向上 

 


